
電子契約導入補足説明資料（事業者様向け） 

 

１．電子契約の対象 

【対象とする契約】 

 ・工事請負契約、業務委託契約、物品売買(賃貸借)契約等 

  ※請書、変更契約を含む 

【対象としない契約】 

 ・法令等の規定により書面の契約が必須となる契約 

 ・契約期間に電子契約の保存期間を加えた期間が 10年を超える契約 

 ・その他、電子契約によることが適当ではないと認められる契約 

 

２．「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」の提出について 

契約権限のない者による契約締結を防止するため、案件ごとに「電子契約同意書兼メール

アドレス確認書」の提出をお願いいたします。 

※契約の相手方決定時(事後審査型の一般競争入札の場合は事後審査書類提出時)に電子契約

の意向を確認します。 

 

提出先：発注所属のメールアドレス 

   ※メールを送る際は、件名を「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」とし、 

    本文に「案件名」・「会社名」・「連絡先」を記載してください。 

 

提出期限： 

・一般競争入札（事後審査型）の場合・・・事後審査書類提出締切日時までに電子入札 

システムにて提出 

・その他の契約方式の場合・・・・・・・・落札決定通知を受けた当日に発注担当 

所属に提出(メール又は持参) 
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電子契約意向確認書様式 

・一般競争入札(単体用) 

・一般競争入札(ＪＶ用) 

・指名競争入札・随意契約用 

発注所属のメールアドレス 

n-nakano-81
テキストボックス
資料２



３．電子契約の契約書様式について 

   電子契約に対応するため、以下のとおり契約書に記載する文言を変更します。 

 

【書面による契約の場合】 

本契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

【電子契約の場合】 

本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録にて作成し、発注者及び受注者 

が合意の上、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保有する。 

 

【電子契約用契約書様式（工事請負契約書の場合）】 

 

 

 

 

 

 

電子契約用の文言 

に変更 

受注者の住所・会社名・代表

者氏名を入力し、署名依頼

します 

契約日を入力し、

署名依頼します 



４．電子契約の流れ（契約書・請書の運用）について 

   以下の流れになり、変更契約や変更請書の場合も同様の流れになります。 

 

【契約書】 

 ・相手方の署名後に、町が署名し契約締結完了 

 

 

【請書】 

 ・相手方の署名のみで契約締結完了（※町の署名なし） 

 

 

 

※契約保証金が有りの場合、書面による契約の場合でも契約保証金の受入れ日を契約 

書に記載する契約日に設定しています。そのため、契約保証金の受入れ日を確認し、 

契約書に契約日を入力した契約書をアップロードします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．電子保証について 

   令和８年４月から東日本建設業保証㈱が保証する建設工事及び建設コンサルタント業務等

における契約保証及び前払金保証(中間前払金を含む。)について、従来の保証証書(書面)の

提出のほか、電子保証書の認証キーの送信(電子メール)によることができることとなりまし

た。電子契約と併せてのご利用をお願いいたします。 
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※インターネット保証サービス(ＮＥＴ ＤＥＳＫ)のご利用にあたっては、あらかじめ 

利用申請が必要となります。 

 

 

 
 
 
 
 




